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Research into the Factor in a Potential Care Worker’s Return to Work:  
Based on a Key Investigation of Graduates of a Care Worker Training Institution

































































































































































項目 カテゴリー 度数 ％
性別 女性 463 100.0
年齢 20歳代 156 34.1
（平均︰33.2歳） 30歳代 229 50.0
40歳代 62 13.5
50歳以上 11 2.4
卒業直後の就労状況 介護職 332 71.7
介護職以外 114 24.6
非就労者 17 3.7
介護福祉士従事年数 2年未満 34 10.4
（平均︰7.7年） 2〜5年未満 71 21.6
5〜10年未満 140 42.7
10年以上 83 25.3































































　十分な収入が得られる 30（22.4） 16（  8.3） **
　安定性，将来性がある 28（20.9） 19（  9.8） **
　労働条件が良い 56（41.8）   57（29.5） *
　子育てを行う環境が充実している 24（17.9） 18（  9.3） *
　他の仕事が見つからない 12（  9.0）   38（19.7） **
現在の仕事上での不安や悩み
　給与が低い 64（47.8） 140（72.5） ***
　社会的評価が低い 28（20.9）   81（42.0） ***
　体力的に不安がある 25（18.7）   78（40.4） ***
　生活リズムが不規則 15（11.2）   57（29.5） ***
　業務の負担や責任が重すぎる 40（29.9）   91（47.2） **
　仕事と家庭の両立が難しい 24（17.9）   64（33.2） **










































































　介護職 10（11.8） 52（61.2） 10（11.8） 13（15.3）
　介護職以外 1（  2.9） 20（57.1）   4（11.4） 10（28.6）
　非就労者 2（20.0）   1（10.0）   2（20.0）   5（50.0）
介護職を離職した理由
　妊娠，出産，育児 2（  5.4） 30（81.1） 2（  5.4） 3（  8.1） **
　進学 1（  9.1）   2（18.2）   2（18.2）   6（54.5） **
　給与の低さ 0（  0.0）   6（35.3）   4（23.5）   7（41.2） **
　社会的評価の低さ 0（  0.0）   4（30.8）   3（23.1）   6（46.2） *







カテゴリ （ー4） サブカテゴリ （ー10） 記述内容（93）
労働環境の整備 短時間労働 労働時間（10：00〜16：00）
労働時間（9：30〜15：00）
週2〜3回，勤務時間4〜6時間。子育て中のため家族に負担をかけたく
ない
育児中のため，短時間の採用があれば復帰できるかもしれない
子どもがいても短時間労働の就労が可能ならば復帰できるかもしれない
小さい子どもがいるので，時間短縮で正社員として働きたい
子どもが幼稚園に行っている間の数時間程度の勤務時間であれば働ける
かもしれない
子どもが小さいので勤務時間が合えば就労が可能
現在妊娠中で，出産後，子育てと仕事を両立していくために時間短縮で
働きたい
子育てがどうしても一番なので，子どもが学校等で家にいない日中のみ
のシフト体制が希望
子どもたちが学校に行っている間の労働時間なら就労可能
子どもが学校に行っている時間だけ働く
勤務時間（子どもが学校に行っている間だけ等）
子育てに影響のない就労時間
労働時間への配慮 労働時間が合えば就労可能
勤務時間の融通がきく
子育て中なので労働時間の調整が必要
子どもがいるので，時間の条件が合えば復帰可能
就労時間（育児のため）
日勤帯のみの就労 子どもが小さいので日勤のみの勤務
日勤だけの業務であれば戻りたいと思う
労働時間（一般企業と同じ時間帯（朝から夕方まで）で働ければ就労可能）
デイサービスで正規職員
夜勤の免除
不規則でない勤務体制
労働条件 残業がなければ就労可能
残業はあっても１時間まで
労働日数と曜日
子育てとの両立を考え，夜勤の改善等
通勤に時間がかからない場所
施設の方針
休日の保障 育児の都合に合わせて休暇等を取得で
きる
子育てがどうしても一番なので，行事等で休みがとれるシフト体制
子どもが夏・春・冬休みは育児に専念したい
子どもが夏休み，冬休みは休んでもいいと言ってくれる職場
子どもが夏休み等のときに休める
子どもが病気のときに休める
急な休みの融通が利く（子どもの体調不良等）
子どもの体調が悪ければ休めたり，早退ができれば就労可能
子育て中なので突発的でも休みがとれる環境
子どもがいるので，休日の条件が合えば就労できる
希望休が取得できる 土日勤務の免除
日・祝日は休み
休みを取りやすい
子育て支援態勢の整備 子どもの面倒をみてくれる存在の確保 子どもを預ける場所の提供（託児所等）
託児所の設置
保育所に子どもを預け育児と両立できれば就労できる
近くに子どもをみてくれる人がいる
家族等の理解 家庭の事情が変わり，働けると思う条件が合えば就労可能
家族の了解が必要
給与の引き上げ 給与の引き上げ 給与の充実
給料がよくなる
高給料
給料アツプ
労働内容と賃金の不釣合い 正社員でもあまりにも安い
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も多いが，そのような不規則な勤務体制ではなく日勤業務のみ
を希望する，または，デイサービス等就業形態が日勤業務のみ
の施設・事業所での就労希望が示された。「子どもが小さいの
で日勤のみの勤務」「デイサービスで正規職員」「夜勤なし」等，
夜勤の免除を強調した記述もあった。
　［労働条件］には，業務内容等を雇用側に求める条件と職場
へのアクセス等自身の生活環境との摺り合わせが必要な条件が
含まれており，「残業はあっても1時間まで」「子育てとの両立
を考え，夜勤の改善等」「通勤に時間がかからない場所」等の
記述がみられた。
　これらの４サブカテゴリーはいずれも労働環境に起因するも
のであり，その環境整備が職場復帰のための条件となることか
ら，＜労働環境の整備＞というカテゴリーとしてまとめた。
（２）＜休日の保障＞
　このカテゴリーには，［育児の都合に合わせて休暇等を取得
できる］［希望休が取得できる］の２サブカテゴリーがあった。
　［育児の都合に合わせて休暇等を取得できる］は，子どもの
休日や長期休暇，体調不良等で子どもが自宅にいる時間が長く
なるときに休日の保障を求める内容である。「子どもが夏休み
等のときに休める」「子どもが病気のときに休める」等，長期的，
突発的な休日取得に対しての保障を希望する記述がみられた。
　［希望休が取得できる］は，固定休や自身のスケジュールに
合わせて柔軟に休日を取得できるような保障を求める内容であ
り，「土日勤務の免除」「休みを取りやすい」等の記述がみられた。
　これらはいずれも一定の日数の休日保障と同時に，生活で生
じる様々な都合に応じた休日保障を求めていることから，＜休
日の保障＞というカテゴリーとしてまとめた。
（３）＜子育て支援態勢の整備＞
　このカテゴリーには，［子どもの面倒をみてくれる存在の確
保］［家族等の理解］の２サブカテゴリーがあった。
　［子どもの面倒をみてくれる存在の確保］は，自身の就労中
に子どもの安全が確保される環境が不可欠であるとの考えが示
されていた。「託児所の設置」「保育所に子どもを預け育児と両
立できれば就労できる」「近くに子どもをみてくれる人がいる」
等，子育てと仕事を両立するため，フォーマル・インフォーマ
ル両方からの支援の必要性が記述からあがっていた。
　［家族等の理解］は，子育てと仕事の両立のためには家族の
理解と協力が不可欠であるとの考えが示されており，「家庭の
事情が変わり，働けると思う条件が合えば就労可能」「家族の
了解」等の記述がみられた。
　これらはいずれも子育てと仕事の両立のためには周囲の理解
と様々な社会資源の活用が不可欠という考えであることから，
＜子育て支援態勢の整備＞というカテゴリーとしてまとめた。
（４）＜給与の引き上げ＞
　このカテゴリーには，［給与の引き上げ］［労働内容と賃金の
不釣合い］の2サブカテゴリーがあった。
　［給与の引き上げ］は「給料がよくなる」「給料アップ」等，［労
働内容と賃金の不釣合い］では「正社員でもあまりにも安い」
との記述がみられ，介護福祉士という専門職への報酬として賃
金が釣り合わないという考えが示された。
　これらは，現状では介護福祉士の専門性や業務内容と給与水
準に乖離があると捉えていることから，＜給与の引き上げ＞と
いうカテゴリーとしてまとめた。
　以上は非就労者のうち子育て中の者が介護現場へ復帰するた
めの「条件」である。この４条件が整備されなければ潜在介護
福祉士の職場復帰の実現は困難である。
Ⅳ　考察
１　潜在就労群の介護現場への復帰可能性
　潜在就労群の介護現場への復帰可能性を検討した。その結果，
卒業直後に介護職以外の仕事に就いた者は，その後のライフコ
ース上で再び介護職へ復帰する可能性は低いことが示唆された。
その理由は，現在の仕事を収入が良く，労働条件が良く，子育
てに適している等と肯定的に捉え，比較的満足しながら就労を
継続しているからである。転職する場合は，現在の労働環境よ
りも良い条件ならば可能性がある。
　介護職群は，現在の仕事を収入が低く，身体的負担が大きく，
生活リズムが不規則等と介護現場の労働環境の厳しさを訴えて
おり，潜在就労群は介護現場を現在の労働環境よりも恵まれた
転職先とは捉えていない。
　卒業直後に介護の仕事に就いた者は，一度も介護職に就かな
かった者よりも介護現場への復帰の可能性は高いが，労働環境
の厳しさを実感し30歳前で離職しているため，離職した時点で
潜在介護福祉士となる可能性が高いことが示唆された。
２　潜在非就労群の介護現場への復帰可能性
　潜在非就労群の介護現場への復帰可能性を検討した。その結
果，潜在非就労群の６割以上が介護現場へ戻りたいと回答した
が，そのうち８割以上は条件つきでの復帰意志を示した。これ
は，公益財団法人社会福祉振興・試験センター（2008）の調査
結果と同様の結果であり5），非就労者で無条件に介護職へ戻る
意志がある者は１割台にすぎず，多くの者が職場復帰のための
条件が解消されなければ実現は困難であると考えていることが
明らかとなった。潜在介護福祉士が職場復帰を果たせるかどう
か，その可能性は彼らが提示する復帰のための条件次第という
ことである。
　なお，潜在非就労群のうち「子育て」を理由に介護職を離職
した者は，介護現場への復帰意志が強いことが明らかとなった。
以上，潜在非就労群のうち，子育てを理由に現在就労していな
い者に対して働きやすい環境を整えることで，潜在介護福祉士
佐藤 可奈　高尾 公矢　赤羽 克子  研究論文　潜在介護福祉士の職場復帰への要因に関する研究
― 40 ―
注
１）	 	厚生労働省社会保障審議会「資料：介護人材の確保関係」p1，2013年
６月６日
２）	 	厚生労働省介護職員の処遇改善等に関する懇談会「資料：介護職員を
めぐる現状と人材の確保等の対策について」p5，2012年５月11日
３）	 	2009年において，介護保険事業に従事する介護福祉士は45.5万人，介
護保険事業以外に従事する介護福祉士は8.1万人であった．当時の介護
福祉士登録者数は81.1万人であったが，これらの介護等の業務に従事
していない潜在介護福祉士が27.5万人存在した。
４）	 	厚生労働省「今後の介護人材養成の在り方に関する検討会報告書」
p14，2011年１月20日
５）	 	他分野で就労している潜在介護福祉士の51.1%，非就労の潜在介護福祉
士の64.1%には介護現場への復帰意志があった。しかし，どちらのタイ
プの潜在介護福祉士においても85%以上の者が条件つきでの復帰意志
を示していた。
６）	 	毎日新聞（2007年５月21日）
７）	 	社団法人日本介護福祉士養成施設協会『創立20周年記念誌　介護福祉
士養成の歩み』p4，2012年
が職場復帰を果たす可能性があることが示唆された。ただし，
子育て中の者が介護現場で就労するためには，①労働環境の整
備，②休日の保障，③子育て支援態勢の整備，④給与の引き上
げが必須条件となる。柔軟かつ効率的な働き方により仕事と育
児の両立が可能となる就労環境及び法制度上の整備の必要があ
ると考える。少なくともこの4条件が解消されなければ，潜在
介護福祉士を介護の現場に復帰させることは困難であろう。
Ⅴ　結論と今後の課題
　本研究によって，潜在介護福祉士の介護現場への職場復帰可
能性は低く，現状では介護人材不足を補うための方法として多
くを期待することはできないことが示唆された。他方，子育て
を理由に現在就労していない潜在介護福祉士に対して働きやす
い環境を整えることで，彼らが職場復帰を果たす可能性が明ら
かとなった。ただし，子育て中の潜在介護福祉士が提示する復
帰のための４条件（労働環境の整備，休日の保障，子育て支援
態勢の整備，給与の引き上げ）が解消されなければ職場復帰は
困難である。介護福祉士確保のためには，潜在介護福祉士だけ
ではなく，若者が介護職を魅力ある職業として受け止め，選択
するような施策が求められ，外国人労働者の受入れ等を含めて
多角的に検討する必要がある。 
　本調査は対象をA大学及びA大学短期大学部，同専攻科に限
った研究であったが，今後は調査対象を拡大する必要がある。
また，潜在介護福祉士の職場復帰の可能性と復帰を可能にする
条件を深く検討するうえでは，インタビュー調査を通した質的
調査が必要であることを指摘しておきたい。
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